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を経ており、日本企業を中心に縫製・製靴産業以外の新しい業種の進出も始まっていることから、昨今では改正投資法の改正と政令のみであった経済特別区に関して法律化する動きがでてき いる。カンボジア の産業政策の議論も踏まえながら、 後具体的な改正提案がでてくるであろう。　
現行法と現在の日本企業の投資
実態にあってい い例として、例
えば、現行法の投資法では製造業は軽工業と重工業の二つのカテゴリーしか存在しないため、電子部品や自動車部品でも軽工業にカテゴリーされてしまっている。他にも追加投資に際 て新たな法人税免税期間の付与もないため、企業が追加投資する場合、別会社を設立しなければならない例もで いる。また新規産業として進出する場合にはパイオニアステータスとしてより厚い投資優遇措置を受けることができるなど、産業の多角化、高度化も踏まえ 投資優遇措置も検討していく必要があるであろう。●よりよい投資環境にむけて　
カンボジアの投資環境は、積極
的に外資を誘致すべく環境整備を進
め
て
き
た。
二
〇
年
を
経
て、
今
日、産業の多角化・高度化などを視野に入れつつ、より戦略的に投資を呼び込もうという段階にまでいたった。一方、国内の賃金引上げを求める動きは、投資環境を左右しかねない要素であるため 今後の動向が注視される。（ど
う
ほ
う
　
き
よ
た
か
／
ジ
ェ
ト
ロ・
プノンペン事務所長）
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